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令和７年第２回北海道議会定例会 一般質問 開催状況 

（経済部労働政策局雇用労政課） 

 

開催年月日 令和７年 ６月２５日         

質 問 者 日本共産党 真下 紀子 議員     

答 弁 者 知事、経済部長            

質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

一 知事の政治姿勢について 

 

（二） 最低賃金について 

 

 １ 最低賃金引き上げに関する認識及び要請実施等に

ついて 

 

知事は、最低賃金の引き上げが必要という姿勢を示さ

ず、独自対策もとってきませんでした。一方政府は「賃上

げこそが成長戦略の要」と位置づけ、石破首相は今年度、

中央最低賃金審議会が示す目安を超える都道府県に対し、

特別措置として国の補助金などで重点的に支援する方針

を明らかにしました。加えて最低賃金の引き上げに対応す

る中小企業や小規模事業者を大胆に後押しするとも述べ、

国がやっと最低賃金引き上げに向け踏み込んだ対策を行

おうとしています。知事は最低賃金引き上げに今時点でど

のような認識をお持ちか。 

また、昨年の第３回定例会で、他県の知事に倣い、労働

局や審議会等への最低賃金引き上げを要請するよう求め

ましたが、何らの対応も行わないのか、併せて伺います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 都府県の対策と道の姿勢について 

 

多くの都府県は、賃金引き上げ支援施策や業務改善助成

金の上乗せ補助などを実施していますが、その実施状況を

お示し願うとともに、道が対策を講じてこなかった理由を

併せて伺います。 

 

 

 

 

 

 

（知事） 

最低賃金額の引上げは、多くの働く方々の生活の向上や

消費の拡大に寄与する一方、人手不足や原材料価格の上昇

など、厳しい状況にある道内の中小・小規模事業者の方々

の経営に少なからず影響があるものと認識しています。 

また、道の直近の企業経営者意識調査においても、 

約５割の事業者の方々が、価格転嫁が進んでいないと回答

しており、賃上げ促進には、賃上げ原資を確保する取組も

必要であり、こうした観点も含めて、賃上げしやすい環境

整備が大変重要であります。 

このたびの国の骨太の方針では、賃上げを成長戦略の要

とし、最低賃金は 2020 年代に全国平均 1,500 円という高

い目標を掲げ、政府の補助金による重点的な支援を行うと

しており、道では、そうした国の支援策の動向等について

注視するとともに、政労使一体となって、賃上げ原資の確

保に向けた適切な価格転嫁や生産性の向上などの環境整

備に努め、物価上昇を上回る賃上げが実現できるよう取り

組んでまいります。 

 

 

 

 

 

（経済部長） 

 厚生労働省が調査した令和６年４月現在の「各都道府県

の賃金引上げ支援施策」によりますと、７県が国の業務改

善助成金への上乗せ補助を行い、３１都府県が、それ以外

の補助金や制度融資、セミナーなどの取組を行っているも

のと承知しております。 

道といたしましては、道内企業の持続的な賃上げの実現

に向けては、適切な価格転嫁と生産性の向上が重要である

ことから、これまで、下請取引の適正化などに取り組む「パ

ートナーシップ構築宣言」の普及や、働き方改革の推進、

伴走型の経営相談など各般の取組を進めるとともに、令和

７年１月の補正予算で措置しました、中小・小規模事業者

のデジタル技術の導入や、人材確保への支援におきまし

て、賃上げに取り組む事業者の方々には、補助率等の優遇

や支給額の上乗せを行っているところでございます。 
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【再質問】 

（二） 最低賃金について 

 

 昨年度、全国２番目に最低賃金が低かった徳島県の後藤

田正純知事は、地元経済団体の会合などで「低い賃金が県

外流出につながる」、「賃金を上げなければ、人材確保の

面で会社は持たない」と繰り返し訴えてきたと紙上で述べ

ています。人口減少が他都府県に比べて著しい本道は、よ

り危機感をもって最低賃金の引き上げ、この取組を加速す

べきです。 

国や自治体では賃金引上げ支援が広がる中、鈴木知事

は、他県の知事のように引き上げを要請することもなく、

道は今年１月にやっと一時的な賃上げ支援策を行いまし

たが、今も厚労省のホームページの全国一覧には反映され

ていません。情けないかぎりです。賃金引き上げに本気で

取り組むべきです。知事の見解を伺います。 

 

 

 

 

（知事） 

道としては、持続的な賃上げを実現していくためには、

賃上げ原資の確保が大変重要と認識し、この確保を図るた

め、引き続き、政労使が一体となって、適切な価格転嫁や

生産性の向上など、賃上げしやすい環境整備に取り組んで

まいります。 

 また、国が骨太の方針に盛り込んだ、支援策の動向等に

ついても注視しながら、私としては、物価上昇を上回る賃

上げが実現できるよう取り組んでまいります。 

 

  

 


